
2022年６月８日

株主各位

第76回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示情報

連結計算書類の連結注記表 ・・・ １～15ページ

計算書類の個別注記表 ・・・ 16～24ページ

上記の事項につきましては、法令および当社定款第16条の定めに基づき、当社ウェ
ブサイト（https://www.rix.co.jp）に掲載することにより、株主の皆様に提供して
おります。

リックス株式会社
（証券コード7525）

2022年05月25日 19時46分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 1 ―

連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 12社
連結子会社の名称
エクノス㈱、タイヨー軸受㈱、㈱ロッキーケミカル、リックステクノ㈱、㈱ネクサス
CT、SIAM RIX MANUFACTURING CO.,LTD.、RIX TECHNOLOGY (THAILAND)
CO.,LTD.、瑞顧克斯(常州)机械制造有限公司、瑞顧斯貿易(上海)有限公司、瑞顧克斯
工業(大連)有限公司、RIX Europe GmbH及びRIX North America,LLC

（2）主要な非連結子会社の名称
高 研 ㈱、RIX WOOJEON KOREA CO.,LTD.、PT.RIX ORIENT INDONESIA、RIX
INDIA TRADING & SERVICE PVT.LTD.及びRIX Machining and Manufacturing,
LLC

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除いております。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び名称

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 １社
持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称 関連会社 ㈱ROCKY-ICHIMARU

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称
① 非連結子会社

高 研 ㈱、RIX WOOJEON KOREA CO.,LTD.、PT.RIX ORIENT INDONESIA、
RIX INDIA TRADING & SERVICE PVT.LTD.及びRIX Machining and
Manufacturing,LLC
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② 関連会社
㈱四葉機械製作所

持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社は、いずれも当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、SIAM RIX MANUFACTURING CO.,LTD.、RIX TECHNOLOGY

(THAILAND) CO., LTD.、瑞顧克斯(常州)机械制造有限公司、瑞顧斯貿易(上海)有限公司、
瑞顧克斯工業(大連)有限公司、RIX Europe GmbH及びRIX North America,LLCの決算日は
12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
ア．満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）
・市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

ア．商品
主として移動平均法

2022年05月25日 19時46分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 3 ―

イ．製品、半製品及び仕掛品
個別法

ウ．原材料及び貯蔵品
主として移動平均法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
ア．リース資産以外の有形固定資産
定率法
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

・建物 15～ 50年
・構築物 10～ 50年
・機械装置、車両運搬具 ７ ～17年
・工具器具備品 ２ ～15年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で
均等償却する方法を採用しております。

イ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

② 無形固定資産
ア．リース資産以外の無形固定資産
定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。
但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。
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イ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 長期前払費用
均等償却
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

② 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末の要支給額を

計上しております。

③ 受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見

込まれるものが発生し、かつその損失額を合理的に見積ることができる場合は、翌連結
会計年度以降の損失見込額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、主に高圧液圧応用機器、精密自動計測機器及びその他の製商品の製造
販売を行っております。このような製商品の販売については、製商品を顧客に引き渡した
時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。ただし、一部の国内販売におい
て、出荷時から当該製商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場
合には、出荷時に収益を認識しております。
また、商品の販売のうち、当社グループが代理人に該当すると判断したものについては、

他の当事者が提供する商品と交換に受け取れる額から当該他の当事者に支払う額を控除し
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た純額を収益として認識しております。
収益は、顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻し等を控除

した金額で測定しております。取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領して
おり、重要な金融要素は含まれておりません。

（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。
・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る当連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
適用しております。また、エクノス㈱は当連結会計年度末の退職給付債務及び年金資
産に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。
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③ 重要なヘッジ会計の方法
・ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っており

ます。
・ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約 外貨建金銭債権債務等

・ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っておりま

す。
・ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、原則的に将来の購入額に基づくものであり、実行可能性が極

めて高いため、有効性の評価を省略しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
・収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。これにより、商品の仕入販売に係る収益について、従来は全て総
額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代
理人）を判断した結果、代理人取引と判断したものについては純額で収益を認識する方法に変
更しております。また、キャッシュ・バック等の顧客に支払われる対価について、従来は営業
外費用で処理しておりましたが、取引価格から減額する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会
計年度の期首より前までに従前の取扱いに従って、ほとんど全ての収益の額を認識した契約に
新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定
める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての
契約変更を反映した後の契約条件に基づき会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年
度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は893,818千円、売上原価は892,729千円それぞれ減

少し、売上総利益、営業利益及び営業外費用はそれぞれ1,089千円減少しております。なお、
経常利益、税金等調整前当期純利益及び親会社株主に帰属する当期純利益は影響ありません。
また、利益剰余金の当期首残高に与える累積的影響額もありません。

・時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適
用することとしております。これによる連結計算書類に与える影響はありません。
また「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関す

る事項等の注記を行っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 195,270千円

担保に係る債務
電 子 記 録 債 務 820,253千円
買 掛 金 291,025千円

合 計 1,111,279千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 4,221,170千円

3. 保証債務
他社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。
RIX Machining and Manufacturing,LLC 36,717千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 8,640,000株
2. 当連結会計年度末日における自己株式の数 普通株式 469,445株
3. 剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年６月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 245,462千円 30円 2021年３月31日 2021年６月25日

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年11月８日
取 締 役 会 普通株式 204,551千円 25円 2021年９月30日 2021年12月８日

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2022年６月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 327,282千円 40円 2022年３月31日 2022年６月24日

4. 株主資本の著しい変動
該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等信用リスクの小さなものに限定し、

資金調達については銀行からの借入によることを方針としています。
デリバティブ取引は、将来の為替レート変動リスクを回避する目的に利用し、短期的な売

買差益を獲得する目的（トレーディング目的）や投機目的の取引は行わない方針です。
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていま

す。また、外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、外貨建ての営業債
権の重要性を考慮した上で、必要の都度、先物為替予約を利用しヘッジを行うこととしてい
ます。
有価証券及び投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主

に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告され
ております。
営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日です。

海外からの商品輸入に係る外貨建ての営業債務は為替の変動リスクに晒されていますが、外
貨建ての営業債務の重要性を考慮した上で、必要の都度、先物為替予約を利用しヘッジを行
うこととしています。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達です。長期借入金（原則として

５年以内）は主に設備投資に係る資金調達であり、金利はすべて固定です。
デリバティブ取引は、外貨建て債権・債務に係る将来の為替レート変動リスクを回避する

ことを目的とした為替予約取引です。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含め
ておりません。（注２）を参照ください。
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（単位：千円）

区分 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 200,000 197,170 △2,830
その他有価証券 1,772,984 1,772,984 ―

資産計 1,972,984 1,970,154 △2,830
（注１） 「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形」、「買掛金」「電子記録債

務」、「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。

（注２） 市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の
連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 75,992

投資事業有限責任組合への投資 54,930

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他の有価証券

株式 1,772,984 ― ― 1,772,984

資産計 1,772,984 ― ― 1,772,984

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 ― 197,170 ― 197,170

資産計 ― 197,170 ― 197,170
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な
市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

鉄鋼 自動車 電子・
半導体

ゴム・
タイヤ 工作機械 高機能材 環境 紙パルプ

日本 10,939,869 6,827,398 5,455,394 1,475,705 1,315,204 1,731,784 1,941,877 861,619

本邦以外の
アジア 316,878 730,484 355,714 833,001 397,683 5,920 2,289 2,476

欧州 12,117 5,736 29,243 118,476 151,593 ― ― ―

北米 59,752 442,786 ― 218,642 9,343 ― ― ―

その他 ― ― 225 28,075 951 ― ― ―

顧客との契約か
ら生じる収益 11,328,618 8,006,404 5,840,577 2,673,901 1,874,777 1,737,704 1,944,166 864,096

その他の収
益 ― ― ― ― ― ― ― ―

外部顧客へ
の売上高 11,328,618 8,006,404 5,840,577 2,673,901 1,874,777 1,737,704 1,944,166 864,096

その他 合計
計

日本 30,548,853 5,547,038 36,095,892

本邦以外の
アジア 2,644,449 88,757 2,733,206

欧州 317,167 13,561 330,729

北米 730,524 49,202 779,726

その他 29,252 741 29,993

顧客との契約か
ら生じる収益 34,270,246 5,699,301 39,969,548

その他の収
益 ― ― ―

外部顧客へ
の売上高 34,270,246 5,699,301 39,969,548
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(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品業界及び造船業界等を含んでおります。
２ 報告セグメントの変更等に関する事項

当連結会計年度より、経営管理の観点から「工作機械」の区分を新設し、従来「自動車」に含めていた工作機械業界向けの
業績数値を「工作機械」に区分表示することとしました。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）4.会計方針に関する
事項（4）重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた債権、契約債務の残高は、以下のとおりであります。なお、契約
負債は、主に製商品の引渡し前に顧客から受け取った対価であります。

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 13,718,342

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 15,328,521

契約負債（期首残高） 60,851

契約負債（期末残高） 71,235
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,343円01銭
2. １株当たり当期純利益 251円13銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
② 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
③ その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）
・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
① 商品

移動平均法
② 製品、半製品及び仕掛品

個別法
③ 原材料

移動平均法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産
① リース資産以外の有形固定資産

定率法
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
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なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
・建物 15～ 50年
・構築物 10～ 50年
・機械装置 ７ ～17年
・工具器具備品 ２ ～15年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で
均等償却する方法を採用しております。

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（2）無形固定資産
① リース資産以外の無形固定資産

定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）長期前払費用
均等償却
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。
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（2）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

（3）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末の要支給額を計上し
ております。

（4）受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ
るものが発生し、かつその損失額を合理的に見積ることができる場合は、翌事業年度以降
の損失見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
当社は、高圧液圧応用機器、精密自動計測機器及びその他の製商品の製造販売を行ってお
ります。このような製商品の販売については、製商品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検
収した時点で収益を認識しております。ただし、一部の国内販売において、出荷時から当該
製商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益
を認識しております。
また、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事

者が提供する商品と交換に受け取れる額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収
益として認識しております。
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収益は、顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻し等を控除し
た金額で測定しております。取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、
重要な金融要素は含まれておりません。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

（2）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約 外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、原則的に将来の購入額に基づくものであり、実行可能性が極め

て高いため、有効性の評価を省略しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
・収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す
ることとしております。これにより、商品の仕入販売に係る収益について、従来は全て総額で
収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理
人）を判断した結果、代理人取引と判断したものについては純額で収益を認識する方法に変更
しております。また、キャッシュ・バック等の顧客に支払われる対価について、従来は営業外
費用で処理しておりましたが、取引価格から減額する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積
的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の
期首より前までに従前の取扱いに従って、ほとんど全ての収益の額を認識した契約に新たな会
計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法
を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反
映した後の契約条件に基づき会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の繰越利
益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の売上高は3,967,399千円、売上原価は3,966,415千円それぞれ減少

し、売上総利益、営業利益及び営業外費用はそれぞれ983千円減少しております。なお、経常
利益、税引前当期純利益及び当期純利益は影響ありません。また、繰越利益剰余金の当期首残
高に与える累積的影響額もありません。

・時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経
過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することとしております。これによる計算書類に与える影響はありません。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 195,270千円

担保に係る債務
電 子 記 録 債 務 820,253千円
買 掛 金 291,025千円

合 計 1,111,279千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,147,220千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 1,603,486千円
長 期 金 銭 債 権 403,514千円
短 期 金 銭 債 務 1,152,836千円
長 期 金 銭 債 務 ―千円

4. 保証債務
他社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。
タイヨー軸受㈱ 292,000千円
SIAM RIX MANUFACTURING CO.,LTD 62,560千円
RIX Machining and Manufacturing,LLC 36,717千円

合 計 391,277千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高 7,776,264千円
営業取引以外の取引による取引高 64,896千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び数
普通株式 457,945株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未 払 賞 与 166,237千円
未 払 事 業 税 34,115千円
退 職 給 付 引 当 金 164,998千円
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 63,634千円
資 産 除 去 債 務 11,615千円
減 損 損 失 17,516千円
会 員 権 評 価 損 37,725千円
投 資 有 価 証 券 評 価 損 10,615千円
関 係 会 社 株 式 評 価 損 114,403千円
そ の 他 41,307千円
繰 延 税 金 資 産 小 計 662,167千円
評 価 性 引 当 額 △180,715千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 481,451千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △8,983千円
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △1,598千円
前 払 年 金 費 用 △22,918千円
その他有価証券評価差額金 △169,270千円
そ の 他 △9,154千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △211,924千円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 269,527千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
1. 法人主要株主等

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目
期末
残高
（千円）

主要株主
（法人） ＮＯＫ㈱ 東京都

港区 23,335
自動車用部
品、電子製
品の製造

（所有）
直接 0.0
（被所有）
直接 14.3

同社製品の
購入

商品の仕入
（注１） 1,125,122 買掛金 93,187

担保提供 担保提供
（注２） 91,760 電子記録債務 292,575

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 同社製品の購入については、価格その他の取引条件は、個別の交渉により決定しております。
（注２） 当社は同社に対する上記の債務残高に対して、投資有価証券を担保提供しております。

2. 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目
期末
残高
（千円）

子会社 エクノス㈱ 福岡市博多区 39,000
高圧液圧応
用機器(商
品）の販売

（所有）
直接 84.5

商品の販売
役員の兼任

商品の売上
（注１） 2,178,108 売掛金 934,636

子会社 タイヨー軸
受㈱

福岡県
遠賀郡 20,000

研磨・研削
加工による
ベアリング
の再生・修
理

（所有）
直接 100.0

商品の販売
役員の兼任
債務保証

債務保証
（注２） 292,000 ― ―

子会社
RIX
North
America,LLC

アメリカ
テネシー州 24,366

リックスグ
ループ製品
及び取扱商
品の販売

（所有）
直接 100.0

商品の販売
役員の兼任
資金の貸付

資金の回収
（注３） 4,849

１年内回収
予定の関係
会社長期貸
付金
（注４）

34,094

利息の受取
（注３） 4,699 関係会社長期貸付金 324,442

関連会社 ㈱ROCKY-
ICHIMARU

福岡県
筑後市 18,000

タイヤ加硫
機用弁類・
油圧機器類
の設計、製
作

（所有）
直接 31.9
（被所有）
直接 0.4

同社製品の
購入
役員の兼任

商品の仕入
（注１） 1,977,364

買掛金 284,572

電子記録債
務 450,192

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 同社製品の購入については、価格その他の取引条件は、個別の交渉により決定しております。
（注２） 当社は同社の金融機関からの借入金に対して、債務保証をしております。
（注３） 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
（注４） その他の流動資産に含めて表示しております。

2022年05月25日 19時46分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 24 ―

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記

表」（収益認識に関する注記）に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,884円76銭
2. １株当たり当期純利益 215円65銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2022年05月25日 19時46分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


